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（単位：千円）

流動資産 流動負債

現金及び預金 2,478,791 買掛金 376

売掛金 2,574,772 未払金 1,658,890

商品 5,210 未払法人税等 370,829

貯蔵品 659,272 未払費用 678,282

前払費用 85,270 預り金 31,446

関係会社短期貸付金 300,000 リース債務 4,917

立替金 5,160 賞与引当金 287,773

未収入金 27,503 その他 2,088

その他 157 流動負債合計 3,034,604

貸倒引当金 △ 12,384 固定負債

流動資産合計 6,123,755 リース債務 3,693

固定資産 長期未払金 1,500

有形固定資産 退職給付引当金 21,558

建物 282,475 固定負債合計 26,752

構築物 1,805

工具器具備品 39,404 負債合計 3,061,357

リース資産 7,638

その他 205

有形固定資産合計 331,530 株主資本

無形固定資産 資本金 300,000

電話加入権 4,952 資本剰余金

ソフトウェア 415 その他資本剰余金 328,737

無形固定資産合計 5,368 利益剰余金

投資その他の資産 利益準備金 18,500

長期前払費用 3,131 繰越利益剰余金 2,950,813

敷金・保証金 44,148 利益剰余金合計 2,969,313

繰延税金資産 151,473 株主資本合計 3,598,050

投資等合計 198,753

固定資産合計 535,652 純資産合計 3,598,050

資産合計 6,659,408 負債及び純資産合計 6,659,408

純　 資　 産　 の　 部

科　　　　目 金　　　額

　貸　　借　　対　　照　　表　
（2020年10月31日現在）

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

科　　　　目 金　　額 科　　　　目 金　　額



 

個別注記表 

 
（重要な会計方針） 

(1) 有価証券の評価基準及び方法 
 

     その他有価証券 
      時価のあるもの・・・決算日の市場価格等に基づく時価法 
                （期末の評価差額は全部純資産直入法により処理し、 

売却原価は移動平均法により算定） 
 
 

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法 
 

     商品・・・・・・・・・個別法による原価法（貸借対照表価額については、 
収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 
 

     貯蔵品・・・・・・・・最終仕入原価法（貸借対照表価額については、 
収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

 
 

(3) 固定資産の減価償却の方法 
 

     有形固定資産 
リース資産以外・・・定率法 
の有形固定資産   但し、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く） 

並びに2016年4月1日以降取得の建物附属設備及び構築物については、定額

法を採用しております。 
 

リース資産 
 所有権移転外・・・・リース期間を耐用年数とし、主に残存価額をゼロと 
ファイナンス     して算定する定額法 
・リース取引 
に係るリース 
資産 
                       

          無形固定資産・・・・・定額法 

                但し、自社利用のソフトウエアについては、社内に 

おける利用可能期間（5年）に基づく定額法 

 

     長期前払費用・・・・・主に定額法 
 
 
 
 
 



 

  (4) 引当金の計上基準 
     貸倒引当金・・・・・・債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については 

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別 
に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 
 

     賞与引当金・・・・・・従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき 
計上しております。 
 

     役員賞与引当金・・・・役員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上 
しております。 
 

       退職給付引当金・・・・従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務 

及び年金資産の見込額に基づき計上しております。なお、年金資産見 

込額が退職給付債務見込額を超過しているため、その超過額を投資そ 

の他の資産（前払年金費用）に計上しております。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの 
期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。 
なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間 
以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額を、それぞ 
れ発生した翌期から費用処理することとしております。また、過去勤 
務費用は、発生時に一括して費用処理しております。 
 

      
   (5)消費税等の会計処理・・・・税抜方式によっております。 
   

 

 

 

（当期純損益金額） 

1,232,222千円 


